(9) 保安業務計画書に記載された一般消費者等の数を減少しないと算定計算から算出された
　　必要数（保安業務資格者の数又は保安業務用機器の数）を満足できない場合

様式第16(第35条関係)
	
	×
整理番号
	
	

	
	×
受理年月日
	    年   月   日
	


一般消費者等の数の減少届書

年    月    日
関東東北産業保安監督部長　殿

	氏名又は名称及び
	
	関東液化ガス株式会社

	法人にあっては
	
	

	その代表者の氏名
	
	　代表取締役　○○　○○　 eq \o\ac(○,印)

	
	
	

	住所
	
	東京都新宿区新宿1丁目36番4号


  液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３３条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。
１．認定の年月日及び認定番号
認定の年月日：　　○○年○○月○○日

       eq \o\ad(認定番号,　　　　　　)：第52Ａ○○○○ＲＡ号
２．一般消費者等の数を減少しようとする保安業務区分
別紙のとおり（参考Ｐ－126）

３．減少した一般消費者等の数
別紙のとおり（参考Ｐ－126）

４．一般消費者等の数の減少に係る事業所の名称及び所在地
事業所の名称　　　関東液化ガス株式会社　神奈川営業所

事業所の所在地　　神奈川県○○市○○町○丁目○番○号

　　　

（備考）１．この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．×印の項は記載しないこと。
　　　　３．氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合において、署名は必ず本人が自署するものとする。
	注１．事前に保安業務規程変更認可申請（参考Ｐ－137）が必要です。

※添付書類

1 一般消費者等の数の全事業所の新旧対照表（参考Ｐ－126）

2 様式第13による保安業務計画書（当該減少に係わる事業所のものに限る）

③　保安業務資格者数及び保安業務用機器の数の変更後の算定表及び資格者一覧表及び免状の写し
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